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本 書 に つ い て  
 
 
 

この審査基準は、行政手続法第 5 条及び八王子市行政手続条例第５条第１項の規

定により、都市計画法の規定に基づく開発行為の許可及び市街化調整区域における

建築行為の許可などの基準を定め、公表するものです。 

本審査基準のほか、個々の申請内容が都市計画上、環境の保全上、災害の防止上

及び通行の安全上支障がないかについて審査を行うものとします。 

この審査基準は、東京都が平成 6 年に施行した基準に準拠して、八王子市の地域

特性を踏まえて加除したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

経 過 

 平成 27 年（2015 年） 2 月 1 日   八王子市審査基準を制定 

平成 27 年（2015 年） 4 月 1 日   中核市移行により事務移譲                                

                          八王子市審査基準を施行 

 平成 27 年（2015 年） 9 月 15 日      八王子市審査基準を改訂 

 平成 28 年（2016 年） 4 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

 平成 29 年（2017 年） 5 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

 平成 29 年（2017 年） 12 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

 平成 31 年（2019 年）  4 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

 令和 03 年（2021 年） 6 月 14 日   八王子市審査基準を改訂 

 令和 04 年（2022 年） 4 月 01 日   八王子市審査基準を改訂 

令和 06 年（2024 年） 7 月 31 日   八王子市審査基準を改訂 

令和  7 年（2025 年） 4 月 1 日   八王子市審査基準を改訂 

 

 この基準は、令和 7 年（2025 年）4 月 1 日の申請から適用する。 
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